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 （１）高校生まちづくり会議 

1) 高校生まちづくり会議ワークショップ 
 日 時 平成 31 年３月 18 日（月） 14 時～ 

 会 場 桜井市役所 大会議室 

 出席者 奈良県立桜井高等学校、関西中央高等学校、奈良県立奈良情報商業高等学校の学生 16 名 

 

「私たちが想像・創造する 10 年後の桜井市」をテーマに学生の方々が 10 年後に何をしているか、

10 年後の桜井市はどのようなまちであってほしいかについてワークショップを実施した。 

 

時間 会議の内容 

14：00～ １．開会・事務局からあいさつ 

    市長挨拶 

14：05～ ２．総合計画についての説明 

14：10～ ３．本日のワークショップの進め方 

14：20～ ４．ワークショップ～私たちが想像・創造する 10年後の桜井市～ 

 14：20～ （１）自己紹介でお互いを知ろう 

 14：35～ （２）桜井市長になったつもりでマニフェスト（政策）を考えよう 

 15：00～ （３）各分野の 10年後の理想の姿についてみんなで話し合おう 

 15：40～ （４）グループの意見を発表しよう 

 15：55～ （５）ふりかえり 

16：00～ ５．閉会 

 

 
＜市長との記念写真＞ 

 

  
＜ワークショップの様子＞ 

  
＜ワークショップ発表の様子＞ 

 

2) 市長への報告会 
 日 時 平成 31 年３月 26 日（火） 10 時～ 

 会 場 桜井市役所 市長室 

 出席者 奈良県立桜井高等学校、関西中央高等学校、奈良県立奈良情報商業高等学校の学生５名 
 

高校生まちづくり会議の結果について取りまとめを行い市長への報告会を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜市長報告会の様子＞ 
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＜この 10年間で取組んできた主な事項と今後の展開方針＞ 

      

＜今後取組として更なる強化が必要な事項＞ 

      

 

 

＜現総合計画の評価＞ 

（２）第５次桜井市総合計画の総括 

1) 総合計画の総括の方法 

現総合計画の総括は行政内及び市民の現総合計画の評価をもとに、現状、社会潮流を踏まえ現計画

で達成している事項と今後取組が必要な事項についてとりまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 分野別の総括 

■地域経営分野 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現総合計画の評価＞ 

【市民評価】 

 平成 21 年時点より達成度の評価が増加した

施策は「1-5.行政活動の改善「1-7.広域行政

の推進」 

 達成度が低く、重要度が高い施策は「1-1.協

働の地域づくり」「1-2.市民活動の支援」

「1-3.行政経営」「1-4.行財政運営」 

【行政内評価】 

 6 割はおおむね順調に施策が進んでいる 

 「1-2.市民活動の支援」「1-4.行財政運営」

「1-7 広域行政の推進」の取組が遅れている 

 「1-2.市民活動の支援」「1-4.行財政運営」は行政と市民とも達成できていないと評価 

 「1-7.広域行政の推進」は評価が乖離 

【現状】 

 財政力指数は奈良県市町村平均より高い 

 義務的経費（特に扶助費）の増加に伴う投資的経費が減少 

 公共施設の更新等に係る経費が増加 

【社会潮流】 

 スマート自治体の実現、都道府県・市町村の二層制の柔軟化などによる新たな自治

体行政への転換 

 人口減少・少子高齢化により税収減による行政サービス水準の低下、地域コミュニ

ティの機能低下などが危惧 

 活力ある日本社会を維持していくため地方創生の取組を国が支援 

 労働人口の減少に伴う働き方改革を国が支援 

 災害リスクの増加 

＜この 10年間で取組んできた主な事項と今後の展開方針＞ 

 奈良県との「まちづくり協定」による拠点の形成が進められており、拠点の形成とあわせた地

方創生の取組みの推進⇒地方創生の動きの加速化 

 行財政改革による行政活動の改善⇒さらなる行財政改革の推進 

 新庁舎の整備⇒市民の利便性の向上、桜井市の新たな顔づくり 

＜今後取組として更なる強化が必要な事項＞ 

 人口減少や財政等の状況を踏まえた公民連携や AI、IoT の活用も視野に入れた効率的な行政

サービスや公共施設マネジメントの推進 

 桜井の強み（観光、子育て、福祉、医療等）を活かした広域圏での地域の確立 

 水道事業の県単一化等による広域行政の推進 

 女性の社会進出や誰もが働きやすい環境の形成、ICT の活用などの推進 

 

【現状】 

  

【行政内評価】 

  

【市民評価】 

  

【社会潮流】 

  

「各課及び現地機関への調査票作成・とり

まとめ等の結果」より各分野に係る内容を

記載 

「３桜井市の特性」より各分野に係る内容を記載 

「踏まえるべき社会潮流」より各分野に係

る内容を記載 

上記を踏まえ、現計画で達成している事項及び今後取組が必要な

事項をとりまとめる 

なお、現計画で達成している事項については、一定達成している

ものの、今後さらなる取組として必要な事項も示す 

 

  

  
「評価に対する意識の総意・乖離状況を把握 
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＜現総合計画の評価＞ 

 

■産業分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状】 

 農家数、農業就業者数の減少と高齢化、耕作放棄地の増加 

 そうめん、笠そば、質の高い木製品等の銘産品・特産品が存在しているが地域資源として活かしきれていない 

 多彩な歴史文化遺産（卑弥呼の里、大神神社、長谷寺、談山神社、箸墓古墳、街道）などの観光資源が存在し資源に対する満足度は高いが「観光施設間の移動手段」「観光情報の発信」「飲食・土産に関する施設」に対する満足度は低い 

 観光ボランティア・案内人の不足、観光関連団体間の連携不足、外国人旅行者に対する受入れ環境の不備（宿泊施設不足） 

 就業者人口は減少傾向が続き市外へ流出 

 企業誘致や企業の進出支援に対する市民ニーズが高い 

 産業従業者数 1 人あたりの製造品出荷額等は奈良県平均より低い 

 近鉄・JR 桜井駅を中心とした居住地では商業施設が徒歩圏域であるが、商業が停滞し中心市街地の活力が低下 

【行政内評価】 

 「2-5.雇用・労務対策」は順調に施策が進んでいる 

 「2-1.観光の振興」「2-4.商業の振興」は取組が遅れ目標達成が難しい 

【市民評価】 

 平成 21 年時点より達成度の評価が減少した施策は「2-4.商業の振興」 

 達成度が低く、重要度が高い施策は「2-4.商業の振興」「2-5.雇用・労務対策」 

【社会潮流】 

 AI、IoT 等の技術の進歩、Society5.0 の進展による生産の効率化の推進とそれに伴う雇用機会喪失の恐れ 

 場所や時間を選ばない多様な働き方の実現などの働き方改革の推進 

 リニア中央新幹線、京奈和自動車道、中和幹線道路等の広域交通網の整備による利便性の向上や交流人口の拡大と都市部へのヒト、モノ、カネの流出の加速化 

 民間活力の導入促進 

 日本文化への関心の高まり、航空運賃の低価格化、ビザ緩和などによるインバウンド観光の進展 

 「2-1.観光の振興」「2-4.商業の振興」は行政・市民とも達成できていないと評価 

 「2-5.雇用・労務対策」は評価が乖離 

＜この 10年間で取組んできた主な事項と今後の展開方針＞ 

 農林業の振興における森林施業面積、耕作放棄地解消面積の行政としての目標は達成⇒さらなる林

業の振興、観光への活用 

 NAFIC の誘致と NAFIC を核とした農業の振興⇒ガストロノミーツーリズムなどの「食」や「農」

をテーマとした産業の創出 

 雇用・労務対策における有効求人倍率、就業率の行政としての目標は達成⇒さらなる働く場の創出 

 全国そうめんサミットの開催、「大和さくらいブランド」の実施⇒特産品の認知度向上によるブラン

ド強化 

 桜井駅周辺地区の空き家・空き店舗の利用促進⇒中心市街地での空き家・空き店舗の利用促進によ

る地域活性化の推進 

 桜井を代表する歴史文化資源（大神神社、長谷寺、纒向遺跡）周辺での環境整備や賑わい創出に向

けた地域主体による検討体制の構築⇒歴史文化資源周辺での商業施設の誘致やイベントの開催によ

る賑わい創出の推進 

 観光産業振興に繋げるためのホテルの誘致⇒市内の事業者との連携による滞在型観光の PR や観光

メニューの開発 

 

＜今後取組として更なる強化が必要な事項＞ 

 森林環境税の導入による木材産業の活性化 

 女性の社会進出や誰もが働きやすい環境の形成、ICT、AI 等の活用による農林業、工業

の効率化 

 将来的なリニア開通やインバウンド観光の進展を契機とした、周辺自治体との観光を軸

にした広域連携の推進 

 広域交通ネットワークの形成を契機とした新たな企業誘致 

 コンパクトシティ化による人の集積強化と商業の活性化 

 中山間地域におけるシェアオフィスなどの拠点整備による新たな産業（クリエイティブ

産業等）の創出 
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■健康・福祉分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■教育・生涯学習・交流分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現総合計画の評価＞ 

【市民評価】 

 平成 21 年時点より達成度の評価が増加した

施策は「3-7.子育て支援」 

 達成度が低く、重要度が高い施策は「3-5.高

齢者生活の充実」「3-6.高齢者の健康促進」で、

高齢者対策が望まれている 

【行政内評価】 

 8 割はおおむね順調に施策が進んでいる 

 「3-1.健康づくり」「3-7.子育て支援」の取

組の評価は高い 

 「3-7.子育て支援」は行政と市民の評価が一致 

【現状】 

 出生率は県平均より高い（全国平均よりは低い） 

 保育所の待機児童はなく、子育て支援として就園・就学の援助や乳幼児医療助成が充実 

 保育所や学童の充実など女性や若者が働きやすい環境づくりに対する市民のニーズが高い 

 居住地の徒歩圏に医療施設があり一般診療所数は多く、人口 10 万人あたり病院数も奈良県、東和保健

医療圏域と比較して多い一方、人口 10 万人あたり病床数は大幅に少なく、小児科や産婦人科医師数が

少ない 

 要支援・要介護認定者数の増加による介護給付費等が増加 

  

【社会潮流】 

 子育て・介護等と仕事の両立、障害者・高齢者の就業促進など働き方改革を国が支

援 

 第４次産業革命の進展により健康、医療や人々の働き方に影響を与える 

 地方都市において医療・福祉・商業等の生活機能を確保し、高齢者をはじめとする

住民が安心して暮らせるまちの実現を目指す「コンパクト・プラス・ネットワーク」

の実現に向けたまちづくりを促進 

＜この 10年間で取組んできた主な事項と今後の展開方針＞ 

 幼児教育・保育の充実、就園・就学の援助や乳幼児医療助成、桜井市保健福祉センタ

ー「陽だまり」での整備による妊娠・出産・育児の切れ目ない支援により子育ての満

足度が高い⇒手厚い子育て支援の充実による子育て世代の流出抑制、定住・移住促進 

 「陽だまり」での地域包括ケアシステムの構築、救急医療体制健康づくりにより地域

福祉、障がい者福祉の満足度が高い⇒市民が安心して住み続けることができるための

医療・福祉・介護サービスの充実 

 県営住宅跡地での多世代住居のまちづくりの推進やエルト桜井での多世代交流空間づ

くり⇒多世代居住のまちづくりの推進 

＜今後取組として更なる強化が必要な事項＞ 

 健康増進と食育推進の取組による健康寿命の延伸 

  

＜現総合計画の評価＞ 

【市民評価】 

 平成 21 年時点より達成度の評価が増加した

施策は「4-1.学校教育の充実」 

 達成度が高い施策は「4-3.生涯スポーツの推

進」「4-5.歴史文化の保全と活用」「4-6.人権

文化の確立」 

【行政内評価】 

 4 割はおおむね順調に施策が進んでおり、

「4-1.学校教育の充実」はおおむね目標達成 

 「4-7.多文化共生の推進」は取組が遅れ目標

達成が難しい 

 「4-1.学校教育の充実」は行政と市民の評価が一致 

【現状】 

 図書館の 1 人あたり貸出数は増加傾向であり、本に親しむ人が増加 

 児童生徒数は減少傾向であり、小学校児童数の減少が大きい 

 奈良県全体として小学生の学力が全国平均を下回っている 

【社会潮流】 

 人口減少・少子高齢化の進展 

 働き方改革によるライフスタイルの変化 

 地域で子育てを支えるしくみづくりの必要性の増大 

 市民参画・協働意識の高まり 

＜この 10年間で取組んできた主な事項と今後の展開方針＞ 

 学校教育の充実、地域住民等の教育の場への参加という行政としての目標は達成、給

食センターの整備やクーラーの導入などの教育環境の整備⇒基礎学力の向上及び規

範意識の高揚のための学校教育の充実 

 纒向遺跡に関する「見える化」整備、桜井市纒向学研究センターの設立、イベントの

開催⇒桜井市が誇る歴史文化資源の認知度向上のための情報発信や纒向遺跡をはじ

めとする史跡整備事業の推進 

 生涯スポーツ、歴史文化の保全と活用、人権文化の確立は市民の満足度が高い⇒ライ

フスタイルの変化に伴う充実 

＜今後取組として更なる強化が必要な事項＞ 

 市民活動への活動意欲のある市民（若者）が活躍できる場づくり、市民活動の活性化 

 小・中学校及び幼稚園・保育所の施設数・配置の適正化に向けた取組の推進 
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■環境分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現総合計画の評価＞ 

【市民評価】 

 平成 21 年時点より達成度の評価が減少した

施策は「5-2 資源循環の推進」 

【行政内評価】 

 全体的に取組が遅れており、特に「5-1.環境

教育の推進」は取組が遅れ目標達成が難しい 

 環境分野全体として行政と市民の評価は低いことで一致 

【現状】 

 再生可能エネルギーへの転換が進行 

 リサイクル率が減少 

【社会潮流】 

 パリ協定締結や持続可能な開発目標（SDGs）の設定に伴う省・再生可能エネルギ

ー、気候変動対策、循環型社会、生物多様性、森林、海洋等の環境の保全に対する

意識の高まり 

 地球規模で頻発する異常気象や大規模地震の発生による災害リスクの高まりに伴

う国の対策強化（国土強靱化基本計画の策定など） 

＜この 10年間で取組んできた主な事項と今後の展開方針＞ 

 良好な自然資源、景観の保全による豊かな自然環境、生物多様性の維持・保全⇒自

然環境保全の推進 

 環境基本計画の策定と、計画に基づく学校教育、生涯学習の場における環境教育⇒

環境教育の推進 

 

＜今後取組として更なる強化が必要な事項＞ 

 複数市町村が連携して実施するごみ処理の広域化の推進 

 良好な自然環境の保全による環境問題への対応と災害に強い基盤づくり 

 環境に配慮した循環型社会の創出（木質バイオマス発電等の再生可能エネルギーの

活用、木の駅プロジェクトの実施） 
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＜現総合計画の評価＞ 

 

■生活・都市分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状】 

 市の約６割が山林で、国定公園等の法指定により豊かな自然が守られている一方、近鉄・JR 桜井駅を中心に都市的土地利用への転換が進み市街地は拡大・拡散 

 奈良市、大阪市への通勤圏内であり、中和幹線等の幹線道路の整備が進展 

 近鉄特急が停車しない、コミュニティバスの本数が減少するなど公共交通が不便であり自家用車への依存が高い 

 市民１人当たりの都市公園面積は、3.76 ㎡／人と県内平均よりも低い 

 河川周辺部では浸水が想定、長谷寺周辺では土石流危険区域や土石流危険渓流が想定 

 活力が低下する中心部や高齢化が進む住宅団地等での空き家・空き店舗の増加が懸念 

【行政内評価】 

 6 割はおおむね順調に施策が進んでいる 

 「6-7.上水道の安定経営」「6-10.防災体制の充実」はおおむね目標達成 

 「6-1 交通基盤整備」「6-2 市内の移動の円滑化」は取組が遅れ目標達成が難しい 

  

【市民評価】 

 平成 21 年時点より達成度の評価が増加した施策は「6-8 生活排水の適切な処理」「6-9.災害対策」、減少した

施策は「6-6 土地利用の最適化」 

 達成度が低く、重要度が高い施策は「6-1.交通基盤整備」「6-2.市内の移動の円滑化」 

  

【社会潮流】 

 人口減少・少子高齢化による生活関連サービスの縮小、地域公共交通の撤退・縮小、空き家・空き店舗の増加などの都市のスポンジ化への対策としてのコンパク

トシティ形成に向けた動きの加速化 

 持続可能な開発目標（SDGs）の達成及び災害リスクへの対応に向け持続可能で強靱な国土づくりを推進 

 リニア中央新幹線により世界を先導するスーパー・メガリージョンが形成 

 公共施設・インフラの老朽化 

 「6-1 交通基盤整備」「6-2 市内の移動の円滑化」は行政と市民の評価は一致して低い 

＜この 10年間で取組んできた主な事項と今後の展開方針＞ 

 上水道の安定経営、下水道の適切な処理⇒今後も維持 

 コンパクトシティ形成のための立地適正化計画の策定⇒市街地における拠点の形成、拠点周辺への

居住誘導、公共交通の維持・再編などによる多極ネットワーク型のまちづくりの推進 

 桜井駅周辺、大神神社参道周辺、長谷寺周辺等における景観まちづくりに関する手引きの作成⇒景

観に配慮した街並みの形成の推進 

 桜井市地域防災計画の策定や新桜井消防署の整備による防災や消防・救急の充実⇒新桜井消防署を

核とした防災力のさらなる強化 

 

＜今後取組として更なる強化が必要な事項＞ 

 桜井駅をはじめとする拠点での空き家・空き店舗に対応すべく、民間活力の積極的な導

入による複合的な都市機能の誘導、既存ストックの活用 

 中山間地域における小さな拠点づくりなどの U・I・J ターン希望者の受け皿づくりの推

進や立地・地形を活かした企業誘致の推進 

 主要道路の歩道のバリアフリー化の推進 

 防災応急対策や復旧対策のための自治会等の地域防災組織やボランティア組織の育

成・強化 
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（３）人口フレーム 

■将来人口推計の概要 

推計期間： 平成 27年(2015年)～平成 57年(2045年)まで 5年ごと 30年間 

基準人口： 平成 27年 10月 1日国勢調査人口(男女別年齢別) 

推計対象： 全市：五歳階級別男女別人口 

推計方法： コーホート要因法 

 

■人口推計の考え方 

ア．合計特殊出生率仮定値の設定 

⇒ 国の長期ビジョンにおける合計特殊出生率の目標値である、平成 52 年(2040 年)2.07 を各種施策

展開による事業効果を踏まえ、国の目標（人口置換水準）を早期に達成・推移すると仮定し、将来

人口を推計 

イ．純移動率仮定値の設定 

⇒ 全世代の転出抑制施策を展開し、流入傾向の年代の移動率は維持しつつ、流出過多の年代の社会移

動を段階的に±0 に移行すると仮定して将来人口を推計 

⇒ 特に子育て世代の転入促進施策を展開し、該当世代（25 歳～39 歳）の流出を 2020 年 1/3、2025

年 1/4、2030 年 1/5 に抑制仮定して将来人口を推計 

 

■将来人口フレーム 

上記により 2040 年の人口は 50,198 人と推計 

 

 

 
＜桜井市人口ビジョンとの比較＞ 

 

 

（４）第 6 次桜井市総合計画の考え方と構成 

１）第６次桜井市総合計画の考え方 
 第 6 次桜井市総合計画は、平成 27 年度に策定した「桜井市人口ビジョン」及び「桜井市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」等の既存計画の改定とあわせ、相互の計画が連携して桜井市のまちづく

りを効率的、効果的に進めることができるよう整合性を図る。 

 計画の進捗状況を明確にすることが重要であることから既存の事務事業評価とも連携しやすい総合

計画を作成する。 

 行政が運用しやすく、かつ市民にも計画の進捗状況が理解できる総合計画を策定する。 

 

２）総合計画の策定期間 
 総合計画の策定期間は、社会の変化や施策・事業の進捗に応じて柔軟に見直しを可能とするため、

基本構想を 10 年、基本計画を前期、後期各５年とする。 

 

 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

基本構想（10 年） 現行基本構想（10 年） 

現行基本計画（10 年） 

現総合戦略（H27～31） 

基本計画（５年） 

暫定延長 新総合戦略（総合計画 戦略プロジェクトと整合） 

R7 

基本計画（5 年） 

R8 R9 R10 R11 R12 

 
＜次期総合計画の計画期間のイメージ＞ 

 

３）総合計画の構成 
 総合計画の構成は、まちの将来の方向性を示す「基本構想」、今後 10 年で重点的に取組む「戦略プ

ロジェクト」、事務事業を関連づけた方向性を定める「基本計画」の 3 層構造とする。 

 「戦略プロジェクト」は桜井市が今後の 10 年で特に戦略的に実施すべき取組（総合戦略の基本目

標）を位置づける。 

 

 

基本構想 

事務事業評価
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の事業 

戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
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＜次期総合計画の構成イメージ（総合戦略との整合性）＞ 

 

■市民目線の総合計画とは・・・ 

 簡潔で分かりやすい表現、図やイラストなどで市民の生活の姿などを示すことで、桜井市がめざす

姿を市民と共有するツールとして総合計画を作成。 

■行政運営用総合計画とは・・・ 

 「基本計画」は、「基本構想」に位置づけた柱ごとに担当部署、現状、課題、市民生活の目標像（め

ざすまちの姿）、関連計画など各部署が実施する事業を簡潔にとりまとめる。 

 毎年作成している施策・事務事業評価の結果を踏まえ、柔軟に見直しができる計画とすることで、

使いやすい、見直しのしやすい基本計画とする。 
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人口の将来展望に用いた値 
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